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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 （百万円） 29,083 29,201 27,958 30,637 32,353

経常利益 （百万円） 801 747 936 1,820 1,783

親会社株主に帰属する当期

純利益
（百万円） 387 310 25 954 1,118

包括利益 （百万円） 453 387 141 979 1,215

純資産額 （百万円） 5,865 5,698 5,888 6,770 7,744

総資産額 （百万円） 13,999 14,156 15,002 16,580 17,675

１株当たり純資産額 （円） 834.68 802.86 814.71 943.97 1,096.91

１株当たり当期純利益金額 （円） 61.01 48.86 3.98 150.42 176.20

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 37.9 36.0 34.5 36.1 39.4

自己資本利益率 （％） 7.5 6.0 0.5 17.1 17.3

株価収益率 （倍） 9.0 10.6 153.8 5.8 5.1

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 698 978 748 1,362 1,002

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △1,017 △663 △507 △1,591 △745

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △136 △139 △110 △125 △263

現金及び現金同等物の期末

残高
（百万円） 725 900 1,031 677 671

従業員数
（人）

2,286 2,245 2,220 2,120 2,108

[外、平均臨時雇用者数] [－] [－] [－] [－] [－]

　（注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう、以下同じ。）は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

３．従業員数は就業人員数を表示しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 （百万円） 22,878 22,564 20,537 22,631 23,975

経常利益 （百万円） 637 452 540 1,386 1,506

当期純利益又は当期純損失

（△）
（百万円） 368 218 △92 815 1,052

資本金 （百万円） 685 685 685 685 685

発行済株式総数 （株） 6,355,000 6,355,000 6,355,000 6,355,000 6,355,000

純資産額 （百万円） 4,678 4,821 4,744 5,481 6,351

総資産額 （百万円） 10,924 10,756 11,177 12,567 13,399

１株当たり純資産額 （円） 736.92 759.51 747.37 863.77 1,000.90

１株当たり配当額
（円）

12.50 10.00 10.00 30.00 35.00

(内１株当たり中間配当額) (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△）

（円） 58.06 34.35 △14.52 128.49 165.84

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 42.8 44.8 42.4 43.6 47.4

自己資本利益率 （％） 8.1 4.6 △1.9 16.0 17.8

株価収益率 （倍） 9.4 15.1 － 6.8 5.4

配当性向 （％） 21.5 29.1 － 23.3 21.1

従業員数
（人）

1,705 1,663 1,314 1,253 1,242

[外、平均臨時雇用者数] [－] [－] [－] [－] [－]

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

３．第47期の株価収益率及び配当性向は、当期純損失であるため記載しておりません。

４．従業員数は就業人員数を表示しております。
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２【沿革】

年月 事項

昭和43年７月 東京都港区芝西久保巴町（現虎ノ門）に電子計算機による計算業務の受託及び穿検孔作業の受託、

並びにそれに伴う派遣業務を主たる目的としてシンコー計算サービス株式会社を設立、資本金200

万円

昭和47年４月 東京都港区西新橋に本社を移転、菱友計算株式会社に商号変更し、同時に第一計算株式会社よりコ

ンピュータ運用管理、システムプログラム作成業務、穿検孔作業並びに神戸営業所（後に西日本支

社）、倉敷営業所（後に西部事業所）及び京都出張所（後に西日本支社）の譲受けと社員の移籍を

実施

昭和51年２月 愛知県名古屋市に中京営業所（後に中部支社）を開設

昭和57年４月 三菱電機製品のパーソナルコンピュータの販売開始

昭和58年１月 株式会社サンデータサービスからデータエントリ業務の営業権を譲受け、社員を当社に移籍

　　　　６月 日本アイ・ビー・エム販売株式会社とパーソナルコンピュータの特約店契約を締結

　　　　６月 北海道札幌市に札幌営業所を開設

昭和59年４月 東京都港区に技術計算・エンジニアリングサービスを主たる目的として株式会社菱友システム技術

を設立

昭和61年２月 福岡県福岡市に福岡営業所（後に西部事業所）を開設

昭和63年４月 神奈川県厚木市に厚木営業所を開設

平成元年５月 株式会社第一ソフテックよりシステム開発部門の営業権を譲受け、社員を当社に移籍

株式会社新生社ソフテックよりデータエントリ部門の営業権を譲受け、社員を当社に移籍

　　　　９月 宮城県仙台市に仙台営業所を開設

平成２年９月 東京都港区芝公園に本社移転

　　　　10月 東京都港区に中小型コンピュータ及びその他情報機器の販売と保守サービスを主たる目的として株

式会社菱友システムビジネスを設立

平成５年４月 東京都港区にデータエントリ業務を主たる目的として株式会社菱友システムサービスを設立

　　　　４月 神奈川県横浜市に神奈川支社及び横浜営業所（現横浜事務所）を開設

　　　　11月 東京都港区高輪に本社移転

平成９年４月 富山県婦負郡に北陸営業所（現北陸事務所）を開設

　　　　10月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成10年４月 東京都港区に田町営業所を開設

平成12年４月 埼玉県大宮市に大宮営業所、大阪府大阪市に大阪営業所（後に西日本支社）を開設

平成13年４月 田町営業所を情報システム事業本部に統合

平成15年４月 大宮営業所を廃止

平成16年10月 株式会社菱友システムズに商号変更

　　　　12月

平成22年４月

 

日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（現東京証

券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード））に上場

平成23年５月 兵庫県尼崎市に関西支社（後に西日本支社）を移転

平成25年７月 大阪証券取引所の現物市場が東京証券取引所に統合されたことに伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡ

Ｑ（スタンダード）に上場

７月 仙台営業所を北日本事業所に統合

平成26年４月 神奈川支社を廃止

７月 北日本事業所を廃止

岡山事業所と福岡事業所を統合し、西部事業所を開設

９月 富山県富山市に北陸事業所（現北陸事務所）を移転

平成27年４月

 

 

平成28年６月

平成28年６月

事業統括本部内を、インダストリーソリューション事業部、航空宇宙エンジニアリング・ソリュー

ション事業部、エンタープライズソリューションズ事業部の３事業部体制にし、中部支社、西日本

支社、西部事業所を廃止

事業統括本部を廃止（３事業部体制は継続）

監査等委員会設置会社に移行

平成28年９月 ベトナムハノイ事務所開設
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３【事業の内容】

　当社グループ(当社及び連結子会社３社、以下同じ)は、以下のとおり情報サービスの提供を主な事業内容として

おります。

　　◇情報サービスの提供

　　　(1)情報通信システムの設計、開発、運用及び保守

　　　(2)情報通信システム関連機器の販売

　　　(3)工業製品等の設計、解析・シミュレーション

　　　(4)情報通信システムを利用した各種情報処理サービス

　なお、報告セグメントについては、情報サービスの単一セグメントで構成されております。

　また、その他の関係会社としては、主要な顧客である三菱重工業株式会社があり、当社は三菱重工業株式会社の持

分法適用会社であります。

　以上に述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

(1）連結子会社

名称 住所
資本金

（百万円）
事業内容

子会社の議
決権に対す
る所有割合
（％）

関係内容

株式会社菱友システム

技術

（注）１

兵庫県

神戸市

兵庫区

60 システム開発の受託 51.0
同社の情報サービスを

受託

株式会社菱友システム

ビジネス

（注）２

東京都

港区
150

情報処理サービスの受託

システム機器の販売
59.0

当社の一部業務の受注

窓口及びシステム機器

の保守サービス委託先

株式会社菱友システム

サービス

（注）２

東京都

港区
20 情報処理サービスの受託 100.0

情報処理サービス及び

事務作業の委託先

（注）１．株式会社菱友システム技術は、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合

が10％を超えております。

主要な損益情報等　(1)売上高      4,803百万円

(2)経常利益      347百万円

(3)当期純利益    231百万円

(4)純資産額    1,406百万円

(5)総資産額    3,354百万円

　　　２．特定子会社であります。

(2）その他の関係会社

名称 住所
資本金

（百万円）
事業内容

議決権等の
被所有割合
（％）

関係内容

三菱重工業株式会社

(注)２.３

東京都

港区
265,608

エネルギー・環境、交通・

輸送、防衛・宇宙、機械・

設備システム、その他

32.40

 （0.88）
情報サービスの提供

　（注）１．「事業内容」欄には、当該会社のセグメントの名称を記載しております。

　　　　　　　なお、当該会社は、平成29年４月１日付でセグメントを「パワー、インダストリー＆社会基盤、航空・

　　　　　　　防衛・宇宙、その他」に変更しております。

　　　　２．有価証券報告書を提出しております。

　　　　３．議決権の被所有割合の（　）内は、間接所有で内数であります。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成29年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

情報サービス 2,108

合計 2,108

（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であります。

２．当社グループは、情報サービスの単一セグメントであります。

 

(2）提出会社の状況

平成29年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

1,242 40.5 16.1 6,065,969

（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。

２．平均年間給与は、税込支払給与額であり、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

３．当社は情報サービスの単一セグメントであります。

 

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は安定しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度におけるわが国の経済は、英国のＥＵ離脱や米国新政権による諸施策への不安感等から先行き不

透明感が依然としてあるものの、企業収益や雇用環境の改善、個人消費の底堅さ等を背景に緩やかな回復基調が続

いていおります。

当社の属する情報サービス産業界においてはクラウドサービスやビッグデータ市場の拡大が継続しており、当社

の主要な顧客においても事業強化に向けたＩＴ関連投資は堅調に推移しました。

このような事業環境の中、当社グループは顧客ニーズへ的確に対応すべく、人的リソースの確保や技術力・サー

ビス品質の向上に向け海外オフショアの活用やリモートでのサービスの提供、研究開発等を推進しております。

これらの結果、売上高は主要顧客からの情報システム開発・運用業務等の受注増に伴い前連結会計年度より増加

し、323億53百万円（前連結会計年度 306億37百万円 前連結会計年度比 5.6％増）となりました。損益については

売上増や生産性向上等の増加要因があったものの、一部連結子会社の退職給付債務算定方法を簡便法から原則法に

変更したことに伴う退職給付費用を第１四半期に１億95百万円計上したことから、営業利益17億66百万円（前連結

会計年度 18億８百万円 前連結会計年度比 2.3％減）、経常利益17億83百万円（前連結会計年度 18億20百万円 前

連結会計年度比 2.0％減）となりました。親会社株主に帰属する当期純利益については、前連結会計年度に比べて

事業構造改善等に伴う特別損失の減少による利益増や退職給付費用関連での課税所得額の減少等により11億18百万

円（前連結会計年度 ９億54百万円 前連結会計年度比 17.1％増）となりました。

 

(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比

べ６百万円減少して、当連結会計年度末には６億71百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、法人税等の支払があったものの、税金等調整前

当期純利益の計上により10億２百万円の資金の増加となりました。（前連結会計年度は13億62百万円の増加）

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、預け金が増加したこと等により７億45百万円の

資金の減少となりました。（前連結会計年度は15億91百万円の減少）

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により２億63百万円の資金の減

少となりました。（前連結会計年度は１億25百万円の減少）
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２【生産・受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度における生産実績は、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 前期比（％）

情報サービス 23,851 102.9

合計 23,851 102.9

　（注）１．上記金額は、販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

 

(2）受注状況

　当連結会計年度における受注実績は、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（百万円） 前期比（％） 受注残高（百万円） 前期比（％）

情報サービス 32,328 105.6 2,490 99.0

合計 32,328 105.6 2,490 99.0

　（注）１．上記金額は、販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

 

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績は、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 前期比（％）

情報サービス 32,353 105.6

合計 32,353 105.6

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

三菱重工業株式会社 12,495 40.8 12,934 40.0

　（注）１．上記金額には、リース会社経由で販売した分が含まれております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

(1)経営方針

当社は次の３点を経営理念として定め、この経営理念のもと激変する時代環境に合わせ、品質の向上と技術力の

強化を図り、お客様のニーズに的確にお応えしていくとともに時代を先取りした新しいサービスを心がけてまいり

ます。

①お客様に最適のサービスを提供し、事業活動を通じて社会の発展に貢献する

②技術力の強化と経営の改革を図り、時代に即応した魅力ある会社の実現に努める

③社員の能力と創造力を尊重し、闊達なコミュニケーションで総合力を発揮する

 

(2)経営環境及び事業上の対処すべき課題

当社の属する情報サービス産業界の事業環境については、クラウドコンピューティングの拡大、ビッグデータや

ＡＩの利用等によるユーザ企業のＩＴ活用手法の変化やグローバル化の進展等、大きな環境変化が生じておりま

す。また、クラウドコンピューティングやＩｏＴ（Internet of Things）、ＡＩ等の活用といった欧米で先行して

いるデジタル化が日本においても徐々に進展しており、これにより国内ベンダーは従来の受託開発型ビジネスモデ

ルからの転換を迫られるとともに大手海外事業者との競争に晒される環境にあります。

当社グループの主要顧客においては、基幹系システムではますますアウトソーシングや費用削減のニーズが高ま

るとともに、製品系・事業系システムではＩｏＴやクラウドコンピューティング、ビッグデータの活用等新技術へ

の対応が求められております。

 

(3)中長期的な会社の経営戦略

当社グループは、2016年度中期経営計画の基本方針「顧客にベストパートナーとして信頼され、社員が活き活き

と働く魅力ある会社の実現」に向け、事業基盤の改革を推進しております。

具体的には、海外オフショアの活用、リモートでのサービス提供、研究開発の推進、技術力の充実強化などの

「受注対応力の強化」と「サービス提供基盤の整備」に重点を置いた施策を展開するとともに、社員相互のコミュ

ニケーションの強化や柔軟な働き方・女性の活躍を支援する制度の整備などの「活力ある職場づくり」に向けた施

策に取り組んでおります。

これらの施策をさらに推進することにより、今後市場の変化に対応する能力を磨き、従来より踏み込んだ業務改

善で顧客ニーズに応える競争力を強化するとともに、活力ある職場を形成し、社員の付加価値向上を図ることで、

より魅力ある企業集団の実現を目指してまいります。

 

(4)経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社グループは将来にわたり安定した成長を継続的に確保するために、重要な経営指標として売上高経常利益率

及び１株当たり当期純利益の向上に努めてまいります。

 

４【事業等のリスク】

当社グループの業績は「事業の状況」や「経理の状況」等で報告しておりますが、当社グループが事業を展開・

拡大していく上で、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項には、以下のようなものがあります。

 

(1)顧客に関する事項

当社グループ全体の売上高に対して、三菱重工業株式会社の売上比率は約４割を占めており、それに続く三菱日

立パワーシステムズ株式会社他１社を含め、この上位３社の売上比率は約６割を占めております。これらの顧客の

投資動向が経済情勢等により変化した場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

このため、当社グループでは、これらに続く顧客との取引拡大に取り組んでおります。

 

(2)情報セキュリティに関する事項

当社グループは業務上、顧客が保有する個人情報や機密情報を取り扱っており、コンピューターウィルスや不正

アクセス、人為的過失等により万一当該情報の漏洩が発生した場合には、顧客からの損害賠償請求や信用失墜等の

事態を招き、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

このため、当社グループでは、外部への情報流出や外部からの不正侵入を防ぐセキュリティ対策など未然防止に

努めるとともに、セキュリティ教育を定期的に実施することにより社員のセキュリティに対する意識向上を図って

おります。
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(3)システム開発に関する事項

当社グループは顧客の各種システムの受託開発業務を行っておりますが、その開発において作業遅延によるコス

ト増加や納入後の不具合の修正作業等が発生した場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

このようなリスクに対して、当社グループでは、入口管理の徹底やプロジェクトマネジメントの強化、ＱＭＳ活

動による品質改善等を推進することにより、リスクの低減を図っております。

 

(4)人材の確保及び育成に関する事項

当社グループの事業は人材に大きく依存しており、事業を展開・拡大していくためには、一定水準以上の技術力

を持った人材を確保し、その人材を育成することが重要でありますが、雇用情勢に加えて好調なＩＴ業界の業況を

背景とする同業他社との人材獲得競争の激化等により、優秀な人材の確保ができない場合は、当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。

このため、当社グループでは、柔軟な働き方や女性の活躍等を支援する制度のさらなる整備とともに新卒及び中

途採用活動の強化や人事・教育制度の充実等、積極的に人材の確保及び育成を推進しております。また、人材リ

ソースの確保のために海外オフショアの活用拡大にも取り組んでおります。

 

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社菱友システムズ(E04995)

有価証券報告書

11/71



６【研究開発活動】

当社グループにおける研究開発活動は、今後の情報技術の進展を見据え、社の方針策定を含め事業管理部が取纏

めを行っております。テーマ選定にあたっては、既存情報技術の一層の活用及び最新情報技術を顧客に提供するこ

とを目指し、事業化を視野に入れて積極的な研究開発活動を行っております。

当連結会計年度の研究開発費は１億10百万円であり、研究開発の主要事例は以下のとおりであります。

 

(1)地下埋設物可視化システムの共同研究開発

GPS技術とAugmented Reality（拡張現実）を応用し、道路開削工事における既設埋設図面を重畳表示することで

配管破損等の事故防止を図る現場支援システムについて、前連結会計年度から継続して他社と共同で実用化研究を

行いました。

 

(2)生産ＰＤＭ(工作情報管理)に関する研究

当社顧客において導入が進みつつある生産PDMパッケージについて、システム環境の構築に関する技術や、機能検

証に関する研究を行いました。

 

(3)最適設計技術の確立に関する研究

効率且つ高性能な製品設計の実現に向け重要となる最適設計技術を確立すべく、航空宇宙産業において広く利用

されている最適化アプリケーションを用いた最適設計システムの構築について研究を行いました。

 

(4)ＣＦＤコードの精度向上に関する研究

国立研究開発法人 宇宙航空研究開発機構(JAXA)が開発した高速流体解析ソフト（FaSTAR）の開発支援経験を活か

し、更なる解析精度向上に向けた解析モデルの研究を行いました。

 

(5)解析・設計へのＡＩ適用に関する研究

人工知能技術（AI）を活用した設計事例の調査及び設計業務プロセスの検討を行い、解析を取り込んだ設計にお

ける人工知能技術の適用性について研究を行いました。

 

(6)ＳＯＣ（セキュリティ監視体制）運用技術の確立に関する研究

機密性を高レベルで維持するIT設備におけるSOC運用技術を確立すべく、ネットワーク及びシステムに関する技術

について研究を行いました。

 

(7)ネットワーク機器の認証基盤とセキュリティ向上に関する研究

複数ベンダー製品で構成される大規模ネットワークにおいて、そのID管理を集中的・効率的に行うために必要な

技術について研究を行いました。

 

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)財政状態

（資産）

当連結会計年度末における資産合計は、前連結会計年度末に比べて10億94百万円増加し176億75百万円となりま

した。預け金の増加が主な要因となっております。

（負債）

当連結会計年度末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて１億20百万円増加し99億31百万円となりまし

た。退職給付に係る負債が増加したことが主な要因となっております。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べて９億73百万円増加し77億44百万円となりま

した。利益剰余金の増加が主な要因となっております。

 

(2)経営成績

経営成績については、「第一部　第２．事業の状況　１．業績等の概要　(1) 業績」の項目をご参照ください。

 

(3)キャッシュ・フローの状況

キャッシュ・フローの状況については、「第一部　第２．事業の状況　１．業績等の概要　(2) キャッシュ・フ

ロー」の項目をご参照ください。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループでは、建物附属設備、ハードウェア及びソフトウェアの取得を中心に、全体で２億17百万円の設

備投資を実施いたしました。

また、当連結会計年度における主要な設備の売却は次の通りです。

(1) 提出会社

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額

売却月土地
（百万円）
(面積㎡)

富山遊休土地

(富山県富山市)

情報

サービス
遊休資産

300

(13,434.96)
平成28年６月

 

２【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成29年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額

従業員数
（名）

建物及び
構築物

（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

その他
（百万円）

合計
（百万円）

中野寮

(東京都中野区)

情報

サービス
社員寮 68

102

(191.82)
0 170 －

新城寮

(神奈川県川崎市)

情報

サービス
社員寮 341

135

(449.82)
－ 476 －

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、「工具、器具及び備品」であります。

２．上記金額に消費税等は含まれておりません。

(2) 子会社

主要な設備はありません。
 
 

３【設備の新設、除却等の計画】

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 23,840,000

計 23,840,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成29年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年６月21日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,355,000 6,355,000

　東京証券取引所

　ＪＡＳＤＡＱ

　（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 6,355,000 6,355,000 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成９年10月１日

（注）
395,000 6,355,000 77 685 101 250

　（注）有償一般募集

(ブックビルディング方式による募集)

発行株数 395,000株　発行価格 452円 資本組入額 195円

(6)【所有者別状況】

平成29年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数（人） － 6 7 9 3 － 361 386 －

所有株式数

（単元）
－ 351 45 2,396 16 － 3,515 6,323 32,000

所有株式数の

割合（％）
－ 5.55 0.71 37.90 0.25 － 55.59 100.00 －

（注）自己株式9,501株は、「個人その他」に９単元及び「単元未満株式の状況」に501株を含めて記載しております。
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(7)【大株主の状況】

  平成29年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三菱重工業株式会社 東京都港区港南二丁目16番５号 1,990 31.31

菱友社員持株会 東京都港区高輪二丁目19番13号 1,613 25.39

三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目７番３号 283 4.45

加藤　眞人 神奈川県横浜市 190 2.98

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 155 2.43

吉田　知広 大阪府大阪市 154 2.42

成川　武彦 千葉県南房総市 82 1.29

佐藤　宏樹 千葉県松戸市 80 1.25

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 75 1.18

石塚　文代 栃木県日光市 69 1.08

計 － 4,692 73.83

 

(8)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年３月31日現在
 

区分
株式数
（株）

議決権の数
（個）

内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 9,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,314,000 6,314 －

単元未満株式 普通株式　　32,000 － －

発行済株式総数 6,355,000 － －

総株主の議決権 － 6,314 －

 

②【自己株式等】

平成29年３月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合
（％）

株式会社

菱友システムズ

東京都港区高輪

二丁目19番13号
9,000 － 9,000 0.14

計 － 9,000 － 9,000 0.14

 

(9)【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

(1)【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

(2)【取締役会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分
株式数
（株）

価額の総額
（円）

当事業年度における取得自己株式 590 548,700

当期間における取得自己株式 1,451 1,404,355

（注）当期間における取得自己株式には、平成29年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。

 

(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数
（株）

処分価額の総額
（円）

株式数
（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 9,501 － 10,952 －

（注）当期間における保有自己株式には、平成29年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

 利益配分については、株主への利益還元を経営の重要課題と位置付けるとともに、安定した配当を行うことを基本

方針としております。

　また、当社は会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる

旨を定款に定めておりますが、当社の業績は年度後半の収益に大きく影響を受ける傾向があるため、剰余金の配当

は、業績状況や財政状況を勘案しつつ、期末日を基準日として行うことを基本としております。

　当期末日を基準日とする剰余金の配当については、上記基本方針、業績状況及び財政状況を勘案し、１株当たり35

円の配当を実施することといたしました。

　内部留保資金については、今後の研究開発投資や設備投資及び財務体質の強化に活用して事業の拡大に努めてまい

ります。

　　なお、当期の剰余金の配当は次のとおりであります。

 

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

 平成29年４月28日

取締役会決議
222 35.00

 

４【株価の推移】

(1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

最高（円） 623 555 685 988 945

最低（円） 512 500 501 608 724

　（注）　最高・最低株価は、平成25年７月16日より東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであ

り、それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

(2)【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成28年10月 平成28年11月 平成28年12月 平成29年１月 平成29年２月 平成29年３月

最高（円） 789 826 857 909 934 945

最低（円） 731 765 804 845 895 885

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性９名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

(代表取締役)

取締役社長
 渡邊　治雄 昭和27年12月９日生

 
昭和50年４月 三菱重工業株式会社入社

平成14年４月 同社汎用機・特車事業本部経営管

理総括部企画経理部長

平成16年４月 三菱重工エンジン発電システム株

式会社取締役経営管理部長

平成18年７月 当社厚木支社支社長付

平成20年４月 当社企画部長

平成21年６月 当社執行役員

平成22年６月 当社取締役

平成25年７月 当社経営管理統括本部長

平成26年６月 当社常務取締役

平成27年６月 当社取締役副社長

平成29年６月 当社取締役社長（現任）
 

(注)３ 3

常務取締役

航空宇宙エン

ジニアリン

グ・ソリュー

ション事業部

長

荻野　純 昭和31年10月22日生

 
昭和54年４月 当社入社

平成13年４月 当社エンジニアリングソリュー

ション事業部長兼中部支社航空宇

宙技術部長

平成14年６月 当社執行役員（現任）

平成21年６月 当社取締役

平成25年７月 当社事業統括本部エンジニアリン

グソリューション事業部長

平成26年４月 当社事業統括本部エンジニアリン

グソリューション事業部長兼同本

部中部支社長

平成27年４月 当社事業統括本部航空宇宙エンジ

ニアリング・ソリューション事業

部長

平成28年６月 当社常務取締役（現任）

航空宇宙エンジニアリング・ソ

リューション事業部長（現任）
 

(注)３ 10

常務取締役

インダスト

リーソリュー

ション事業部

長兼事業管理

部長

尊田　雅弘 昭和31年11月13日生

 
昭和56年４月 三菱重工業株式会社入社

平成20年12月 同社長崎造船所造船管理部長

平成22年４月 同社船舶・海洋事業本部船舶・海

洋業務部長

平成25年10月 同社執行役員交通・輸送ドメイン

船舶・海洋事業部副事業部長兼長

崎造船所長

平成27年４月 当社執行役員（現任）

事業統括本部副本部長

平成27年６月 当社取締役

平成28年１月 当社事業統括本部副本部長兼同本

部ＰＬＭ事業推進室長

平成28年６月 当社インダストリーソリューショ

ン事業部長兼ＰＬＭ事業推進室長

兼事業管理部長

平成29年４月 当社インダストリーソリューショ

ン事業部長兼事業管理部長

（現任）

平成29年６月 当社常務取締役（現任）
 

(注)３ 2
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

エンタープラ

イズソリュー

ション事業部

長

飯島　元志 昭和30年８月30日生

 
昭和51年３月 当社入社

平成11年４月 当社東京支社システム機器営業部

長

平成13年４月 当社ソリューションプロダクト事

業部長

平成14年６月 当社執行役員（現任）

平成23年４月 当社営業本部副本部長

平成23年７月 当社営業本部第三営業部長

平成25年７月 当社事業統括本部システムサービ

ス事業部長

平成27年４月 当社事業統括本部エンタープライ

ズソリューション事業部長

平成27年６月 当社取締役（現任）

平成28年６月 当社エンタープライズソリュー

ション事業部長（現任）
 

(注)３ 5

取締役  高浦　勝寿 昭和37年９月７日生

 
昭和62年４月 三菱原子力工業株式会社入社

平成６年12月 三菱重工業株式会社転籍

平成17年３月 同社原子力事業本部原子力技術セ

ンター軽水炉プラント技術部計装

設備技術課長

平成28年４月 同社ＩＣＴソリューション本部電

気計装技術部長（現任）

平成29年６月 当社取締役（現任）
 

(注)３ －

取締役  馬塲　公敏 昭和20年３月２日生

 
昭和43年４月 三菱自動車販売株式会社入社

昭和45年７月 三菱自動車工業株式会社入社

昭和63年４月 米国三菱自動車販売株式会社総

務・システム担当取締役

平成７年７月 三菱自動車工業株式会社情報シス

テム本部システム企画部長

平成11年３月 シティポールコンピュータアンド

コンサルタント株式会社代表取締

役社長

平成14年５月 三菱自動車工業株式会社ＳＣＭ－

ＩＴ部エキスパート

平成19年７月 株式会社スキルパートナ代表取締

役社長（現任）

平成29年６月 当社取締役（現任）
 

(注)３ －

取締役

(常勤監査等

 委員)

 長谷島　弘安 昭和29年11月17日生

 
昭和53年４月 三菱重工業株式会社入社

平成10年４月 米国三菱重工業株式会社調達部長

平成18年４月 三菱重工業株式会社資材部次長

平成23年４月 同社調達企画管理部主幹部員

平成26年４月 当社事業統括本部事業企画部主幹

部員

平成27年６月 当社事業統括本部事業管理部長

平成28年６月 当社取締役(常勤監査等委員)

（現任）
 

(注)４ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

(監査等委員)
 松井　博治 昭和19年４月27日生

 
昭和42年４月 三菱重工業株式会社入社

平成13年６月 同社取締役人事部長

平成14年４月 同社取締役企画部長

平成15年４月 同社取締役調査役

平成15年６月 株式会社東洋製作所代表取締役社

長

平成19年６月 同社相談役

平成19年12月 同社退職

平成22年６月 当社取締役

平成28年６月 当社取締役(監査等委員)（現任）
 

(注)４ 1

取締役

(監査等委員)
 杉本　良幸 昭和42年９月９日生

 
平成３年４月 三菱重工業株式会社入社

平成19年４月 同社経理部主計・税務グループ主

席部員

平成26年５月 同社グローバル財務部制度会計グ

ループ長

平成26年６月 当社監査役

平成28年６月 当社取締役(監査等委員)（現任）

平成29年４月 三菱重工業株式会社グローバル財

務部制度会計グループ主席部員

（現任）
 

(注)４ －

計 21

（注）１．当社では、意思決定と業務執行の迅速化、責任体制の明確化を図るため、執行役員制度を導入しております。

提出日現在（平成29年６月21日）、執行役員は５名で、航空宇宙エンジニアリング・ソリューション事業部長

荻野純、インダストリーソリューション事業部長兼事業管理部長尊田雅弘、エンタープライズソリューション

事業部長飯島元志、統合サービスセンター長兼サービス・品質マネジメント部長室谷隆也、人事総務部長大久

保誠司で構成されております。

２．取締役高浦勝寿、馬塲公敏、松井博治、杉本良幸の４氏は、社外取締役であります。

３．平成29年６月21日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４．平成28年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から２年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

①企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要

当社は、会社法上の機関設計として監査等委員会設置会社制度を採用しております。

当社は、取締役９名（うち、監査等委員である取締役３名）中４名（うち、監査等委員である取締役２名）を

社外から選任し、経営監督機能の強化に努めております。また、当社は定款の定め及び取締役会の決議に従い、

取締役社長への重要な業務執行の決定の委任を進めており、迅速な意思決定と機動的な業務執行を可能とすると

ともに、取締役会の主眼を業務執行者に対する監督に置くことを可能としております。

更に取締役会から取締役社長へ委任された業務執行の決定の審議機関として経営執行会議を置き、取締役社長

を中心とする業務執行体制の中で合議制により審議することで、より適切な経営判断及び業務の執行が可能とな

る体制を採っております。

また、当社は、執行役員制度を導入しており、これにより、経営の意思決定及び業務執行の監督を担う取締役

と業務執行を担う執行役員の役割と責任を明確化し、経営の効率化・迅速化を図っております。

ロ．企業統治の体制を採用する理由

当社は、コーポレート・ガバナンスの充実と、経営の意思決定および業務執行の迅速化・効率化を図る目的

で、監査等委員である取締役が取締役会の議決権を持つことにより業務執行への監査・監督機能を強化すること

ができ、業務執行決定権限を取締役へ委任することができる監査等委員会設置会社制度を採用しております。

 

なお、当社のコーポレート・ガバナンス体制についての模式図は次のとおりであります。
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ハ．内部統制システムの整備の状況

当社は法令に従い、業務の適正を確保するための体制の整備について取締役会で決議し、この決議に基づき内

部統制システムを適切に整備・運用しており、また、年１回内部統制システムの整備・運用状況を取締役会に報

告しております。この取締役会決議の内容は、次のとおりであります。

 

１．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

・監査等委員会は、内部統制室の要員に対し、必要に応じて監査等委員会の職務の補助を命じることができ

る。なお、監査等委員会の職務を補助する取締役は置かない。

２．前号の使用人の監査等委員以外の取締役からの独立性及び監査等委員会の当該使用人に対する指示の実効

性の確保に関する事項

・内部統制室の要員は、監査等委員会の命令の範囲において監査等委員でない取締役の指揮命令を受けず、

監査等委員会の指揮に従うものとし、内部統制室の要員の異動、人事考課については監査等委員会の意見

を尊重して行うことにより執行部門からの独立性と内部統制室の要員に対する監査等委員会の指示の実効

性を確保する。

３．取締役及び使用人等が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制

・当社の取締役は、当社が定める規則に従って、グループ会社に関する事項も含めて監査等委員会への報告

や情報伝達を実施する。また、監査等委員会の求めに応じて報告を行う。

・グループ会社の取締役は、当社が定めるコンプライアンス規則に従って監査等委員会への報告や情報伝達

を実施するほか、監査等委員会の求めに応じて報告を行う。

・内部通報制度の所掌部門は、内部通報により通報された内容及びコンプライアンスに関して報告を受けた

内容を監査等委員会に報告する。

４．前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないことを確保するための

体制

・内部通報制度により通報した者に対して不利益な取扱いを行ってはならないこと、および通報者に関する

情報を秘匿することを社規に定め、その旨を周知し、適切に運用する。

５．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ず

る費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

・監査等委員会の職務について生ずる費用の支弁に充てるため予算を確保するとともに、監査等委員会から

請求があった場合には適切に処理する。

６．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・取締役は、監査等委員会との定期的な意見交換などを通じて適切な意思疎通を図るとともに、監査等委員

会の求めに応じて必要な情報の提供等を行う。

７．取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・法令を遵守し社会規範や企業倫理を重視した公正・誠実な事業活動を行うことを基本理念とし、取締役は

自ら率先してその実現に努める。

・取締役会は、取締役から付議・報告される事項についての討議を尽くし、経営の健全性と効率性の両面か

ら監督する。また、社外取締役の意見を得て監督の客観性と有効性を高める。

８．取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・文書管理の基本的事項を社規に定め、取締役の職務執行に係る情報を適切に記録し、保存・管理する。

・上記の情報は、取締役（監査等委員を含む）が取締役の職務執行を監督・監査するために必要と認めると

きは、いつでも閲覧可能とする。

９．会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・各種リスクを適切に管理するため、リスクの類型に応じた管理体制を整備し、管理責任の明確化を図る。

・リスクを定期的に評価・分析し、必要な回避策又は低減策を講じるとともに、内部監査によりその実効性

と妥当性を監査し、定期的に取締役会及び監査等委員会に報告する。

・重大リスクが顕在化した場合に備え、緊急時に迅速かつ的確な対応ができるよう速やかにトップへ情報を

伝達する手段を確保する。

10．取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役会で中期経営計画を策定して、全社的な経営方針・経営目標を設定し、社長を中心とする業務執行

体制で目標の達成に当たる。

・経営目標を効率的に達成するため、組織編成、業務分掌及び指揮命令系統等を社規に定める。
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11．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・コンプライアンス委員会をはじめとした組織体制を整備し、社員行動指針の制定や各種研修の実施等を通

じて社員の意識徹底に努める。

・内部通報制度などコンプライアンスの実効性を高めるための仕組みを整備するほか、コンプライアンスへ

の取組状況について内部監査を実施し、取締役会及び監査等委員会に報告する。

12．企業集団における業務の適正を確保するための体制

・グループ会社社長が経営責任を担い独立企業として自主運営を行うとともに、当社グループ全体が健全で

効率的な経営を行い連結業績向上に資するよう、当社とグループ会社間の管理責任体制や、グループ会社

から当社へ伺出又は報告すべき事項を含む規則を定め、グループ会社を支援・指導する。

・当社グループ全体として業務の適正を確保し、かつグループ全体における各種リスクを適切に管理するた

め、コンプライアンスやリスク管理に関する諸施策はグループ会社も含めて推進し、各社の規模や特性に

応じた内部統制システムを整備させる。

・当社及びグループ会社が各々の財務情報の適正性を確保し、信頼性のある財務情報を作成・開示するため

に必要な組織、規則を整備する。

 

②内部監査及び監査等委員会の活動の状況

当社は、内部統制室に人員を６名配置し、年度毎の内部監査方針に基づき社内規定の遵守状況、事業活動全般の

妥当性・効率性等について内部監査を実施しております。

また、監査等委員会は取締役３名で構成され、うち２名が社外取締役であります。

監査等委員会は、常勤の監査等委員を１名置き、常勤の監査等委員が経営執行会議、グループ会社連絡会、コン

プライアンス委員会等の重要会議に出席し、業務執行の状況を把握、監視し、必要に応じ取締役からの聴取や業務

執行に関する重要な文書・帳簿の閲覧、各拠点への往査による監査を実施します。監査等委員は、監査等委員でな

い取締役、会計監査人と定期的な意見交換を行います。こうした監査等委員会の監査業務をサポートするため、内

部統制室は、監査等委員会の指揮命令のもと、監査等委員会の円滑な職務遂行を補助します。

 

③会計監査の状況

当社は、会計監査業務を新日本有限責任監査法人に委嘱しており、当社の会計監査業務を執行した当該監査法人

に所属する公認会計士（指定有限責任社員、業務執行社員）の氏名及び当社に係る継続監査年数は以下のとおりで

あります。

奥田　穣司　　　６年

江村　羊奈子　　１年

また、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、その他16名です。なお、その他は、公認会計士試

験合格者、システム監査担当者等であります。

 

④社外取締役

当社は、健全で透明性のある経営を図るため社外取締役を４名（うち、２名は監査等委員である取締役）選任し

ております。

社外取締役を選任するための当社からの独立性に関する明文化された基準又は方針はありませんが、当社と社外

取締役との間に特別な利害関係はなく、社外取締役は当社から独立していると認識しております。

なお、社外取締役杉本良幸氏及び高浦勝寿氏を使用人としている三菱重工業株式会社は、当社のその他の関係会

社であります。

また、当社は、社外取締役松井博治氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員に指定し、同取引所に届け出て

おります。

 

⑤責任限定契約の内容の概要

当社は、取締役（業務執行取締役等である者を除く）との間で、会社法第423条第１項の賠償責任について法令

に定める要件に該当する場合には賠償責任を限定する契約を締結することができる旨定款に定めております。

ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。

 

⑥取締役の定数

当社の取締役は15名以内（この内、監査等委員である取締役は４名以内）とする旨定款に定めております。
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⑦取締役の選任の決議要件

取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その

議決権の過半数をもって行う旨及び選任決議は、累積投票によらない旨を定款に定めております。

 

⑧取締役の責任免除

当社は、取締役会の決議によって取締役（取締役であったもの含む）の会社法第423条第１項の賠償責任につい

て法令に定める要件に該当する場合には、賠償責任額から法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を限度と

して免除することができる旨定款に定めております。

これは、取締役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整

備することを目的とするものであります。

 

⑨役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数

（人）基本報酬 賞与

　取締役（監査等委員を除く。）

　（社外取締役を除く。）
123 112 11 7

　取締役（監査等委員）

　（社外取締役を除く。）
9 9 － 1

　監査役

　（社外監査役を除く。）
3 3 － 1

　社外役員 3 3 － 1

（注）１．当社は、平成28年６月22日付で監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行しております。

２．「賞与」欄に記載の金額は、当事業年度における役員賞与引当金繰入額であります。

 

ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方針

・監査等委員でない取締役

監査等委員でない取締役の報酬は、基本報酬及び業績加算金（賞与）により構成され、株主総会で決議された

報酬限度額の範囲内で、基本報酬については各取締役の職務とその遂行状況に応じて、業績加算金（賞与）に

ついては当社の業績及び各取締役の職務遂行状況を踏まえて、取締役会により決定しております。

・監査等委員である取締役

監査等委員である取締役の報酬は、基本報酬のみで構成され、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、

監査等委員である取締役の協議により決定しております。
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⑩株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外のものであるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

３銘柄　40百万円

 

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

特定投資株式

銘柄
株式数

（株）

貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・

グループ
34,590 18

当社の取引先との株式持合いに

よる取引関係強化及び安定株主

確保のため

三菱電機株式会社 10,000 11 同上

三菱自動車工業株式会社 1,000 0 同上

みなし保有株式

該当はありません。

 

当事業年度

特定投資株式

銘柄
株式数

（株）

貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・

グループ
34,590 24

当社の取引先との株式持合いに

よる取引関係強化及び安定株主

確保のため

三菱電機株式会社 10,000 15 同上

三菱自動車工業株式会社 1,000 0 取引関係強化のため

みなし保有株式

該当はありません。

 

ハ．保有目的が純投資である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上合計額並びに当事業年

度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

該当はありません。

 

⑪剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に掲げる事項については、法令に別段の定めのある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。

これは、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とす

るものであります。

 

⑫自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる旨

を定款に定めております。

これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場取引等により自己の株式を

取得することを目的とするものであります。

 

⑬株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的と

するものであります。
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(2)【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 31 － 31 －

連結子会社 － － － －

計 31 － 31 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありませんが、監査日数等を勘案したうえで決定しております。
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第５【経理の状況】
 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）に

基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成28年４月１日から平成29年３月31

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）の財務諸表について、新日本有

限責任監査法人による監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

やその変更等を適切に把握し、的確に対応するため、新日本有限責任監査法人との緊密な連携や同法人等が行う研修へ

の参加、会計・税務関係の出版物の購読をしております。
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１【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 677 671

受取手形及び売掛金 7,096 7,574

リース投資資産 41 24

商品 142 188

仕掛品 222 273

繰延税金資産 739 775

預け金 4,321 5,064

その他 110 96

貸倒引当金 △9 △9

流動資産合計 13,343 14,660

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 487 504

土地 ※２ 537 ※２ 237

リース資産（純額） 25 8

その他（純額） 123 159

有形固定資産合計 ※１ 1,173 ※１ 911

無形固定資産   

リース資産 11 5

その他 171 229

無形固定資産合計 183 235

投資その他の資産   

投資有価証券 47 58

繰延税金資産 1,371 1,420

退職給付に係る資産 118 22

その他 347 371

貸倒引当金 △3 △3

投資その他の資産合計 1,880 1,868

固定資産合計 3,237 3,015

資産合計 16,580 17,675
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,654 1,709

リース債務 23 15

未払法人税等 736 508

役員賞与引当金 16 12

未払費用 2,558 2,624

その他 533 506

流動負債合計 5,522 5,377

固定負債   

リース債務 16 0

役員退職慰労引当金 54 58

退職給付に係る負債 4,162 4,454

その他 54 39

固定負債合計 4,288 4,554

負債合計 9,810 9,931

純資産の部   

株主資本   

資本金 685 685

資本剰余金 250 253

利益剰余金 5,962 6,889

自己株式 △5 △6

株主資本合計 6,892 7,822

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 15 23

土地再評価差額金 ※２ △427 ※２ △427

退職給付に係る調整累計額 △489 △458

その他の包括利益累計額合計 △901 △862

非支配株主持分 779 783

純資産合計 6,770 7,744

負債純資産合計 16,580 17,675
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

売上高 30,637 32,353

売上原価 ※１,※２ 25,705 ※１,※２ 27,331

売上総利益 4,932 5,022

販売費及び一般管理費   

役員報酬 261 257

従業員給料及び手当 1,391 1,276

役員退職慰労引当金繰入額 35 17

退職給付費用 66 98

従業員賞与 351 351

地代家賃 158 133

研究開発費 ※１ 51 ※１ 110

その他 806 1,010

販売費及び一般管理費合計 3,123 3,255

営業利益 1,808 1,766

営業外収益   

受取利息 5 2

受取配当金 1 1

助成金収入 8 15

その他 0 0

営業外収益合計 14 19

営業外費用   

支払利息 0 0

固定資産除却損 1 1

ゴルフ会員権評価損 1 －

営業外費用合計 2 2

経常利益 1,820 1,783

特別損失   

事業構造改善費用 ※３ 74 ※３ 9

投資有価証券評価損 － 0

特別損失合計 74 9

税金等調整前当期純利益 1,745 1,773

法人税、住民税及び事業税 775 705

法人税等調整額 △110 △104

法人税等合計 664 601

当期純利益 1,081 1,172

非支配株主に帰属する当期純利益 126 54

親会社株主に帰属する当期純利益 954 1,118
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当期純利益 1,081 1,172

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △13 8

退職給付に係る調整額 △88 34

その他の包括利益合計 ※ △101 ※ 42

包括利益 979 1,215

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 883 1,157

非支配株主に係る包括利益 95 58
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

    （単位：百万円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 685 250 5,070 △4 6,002

当期変動額      

剰余金の配当   △63  △63

親会社株主に帰属する当期純
利益

  954  954

自己株式の取得    △1 △1

非支配株主との取引に係る親
会社の持分変動

     

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 891 △1 889

当期末残高 685 250 5,962 △5 6,892

 

       

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

土地再評価差額金
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 28 △427 △431 △830 716 5,888

当期変動額       

剰余金の配当      △63

親会社株主に帰属する当期純
利益

     954

自己株式の取得      △1

非支配株主との取引に係る親
会社の持分変動

      

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

△13  △57 △71 63 △7

当期変動額合計 △13 － △57 △71 63 881

当期末残高 15 △427 △489 △901 779 6,770
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当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

    （単位：百万円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 685 250 5,962 △5 6,892

当期変動額      

剰余金の配当   △190  △190

親会社株主に帰属する当期純
利益

  1,118  1,118

自己株式の取得    △0 △0

非支配株主との取引に係る親
会社の持分変動

 3   3

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

     

当期変動額合計 － 3 927 △0 930

当期末残高 685 253 6,889 △6 7,822

 

       

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

土地再評価差額金
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 15 △427 △489 △901 779 6,770

当期変動額       

剰余金の配当      △190

親会社株主に帰属する当期純
利益

     1,118

自己株式の取得      △0

非支配株主との取引に係る親
会社の持分変動

     3

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

8  31 39 4 43

当期変動額合計 8 － 31 39 4 973

当期末残高 23 △427 △458 △862 783 7,744
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,745 1,773

減価償却費 214 204

固定資産除却損 1 1

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 △0

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 14 4

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 16 △3

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 266 439

受取利息及び受取配当金 △6 △3

支払利息 0 0

ゴルフ会員権評価損 1 －

事業構造改善費用 43 0

投資有価証券売却損益（△は益） － 0

売上債権の増減額（△は増加） △483 △460

たな卸資産の増減額（△は増加） 56 △97

その他の資産の増減額（△は増加） 0 3

仕入債務の増減額（△は減少） 374 54

未払消費税等の増減額（△は減少） △247 △112

未払費用の増減額（△は減少） 439 65

その他の負債の増減額（△は減少） △868 65

小計 1,570 1,936

利息及び配当金の受取額 6 4

利息の支払額 △0 △0

法人税等の支払額 △212 △937

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,362 1,002

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △53 △187

有形固定資産の売却による収入 0 300

無形固定資産の取得による支出 △89 △89

預け金の増減額（△は増加） △1,413 △743

その他 △34 △25

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,591 △745

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △27 △23

自己株式の取得による支出 △1 △0

配当金の支払額 △63 △189

非支配株主への配当金の支払額 △32 △37

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
－ △12

財務活動によるキャッシュ・フロー △125 △263

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △353 △6

現金及び現金同等物の期首残高 1,031 677

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 677 ※ 671
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数

3社

連結子会社の名称

株式会社菱友システム技術

株式会社菱友システムビジネス

株式会社菱友システムサービス

 

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

ａ　その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平

均法により算定）

時価のないもの

総平均法による原価法

 

② たな卸資産

ａ　商品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

ｂ　仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

建物（附属設備を除く）については定額法、建物以外については定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　３～41年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法、市

場販売目的のソフトウェアについては、販売可能な有効期間（３年以内）における見込販売収益に基づ

く償却額と残存有効期間に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を償却する方法を採用して

おります。

③ リース資産

ａ　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

金銭債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については主として貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。

② 役員賞与引当金

取締役、執行役員に対する賞与の支給に備えるため、当連結会計年度における支給見込額を計上しており

ます。

③ 役員退職慰労引当金

一部の連結子会社において、取締役、監査役の退任に伴う役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく当連結会計年度末要支給額を計上しております。

 

(4）退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間（14.0年～19.5年）による定額法

により、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。退職給付制度の一部変

更により発生した過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間（16.3年～19.4年）

による定額法により、制度の改定日から費用処理しております。

 

(5）重要な収益及び費用の計上基準

①　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

ａ　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる案件

工事進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）

ｂ　その他の案件

工事完成基準

②　ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

 

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

 

（会計上の見積りの変更）

（退職給付債務の計算方法の変更）

当社及び一部の連結子会社は企業年金制度を平成28年４月１日を以て統一するとともに、年金資産運用を統合しま

した。これに伴い、当連結会計年度より、一部の連結子会社の退職給付債務の計算方法を簡便法から原則法に変更し

ております。

この変更により、当連結会計年度の期首における退職給付に係る資産が97百万円減少するとともに退職給付に係る

負債が98百万円増加し、退職給付費用(売上原価、販売費及び一般管理費)に195百万円を計上しております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日)を当連結会計

年度から適用しております。
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（連結貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

有形固定資産減価償却累計額 1,397百万円 1,424百万円

 

※２　「土地」については、「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土

地の再評価を行っており、「土地再評価差額金」を純資産の部に計上しております。

・再評価の方法…「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に

定める地方税法第341条第10号の土地課税台帳又は同条第11号の土地補充課税台帳に登録され

ている価格に合理的な調整を行う方法により算出

・再評価を行った年月日…平成14年３月31日

 

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

再評価を行った土地の期末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額 △11百万円 △11百万円

 

 

（連結損益計算書関係）

※１　一般管理費に含まれる研究開発費の総額（当期製造費用に含まれる研究開発費はありません）

　前連結会計年度
（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

51百万円 110百万円

 

※２　売上原価に含まれているたな卸資産評価損（△は戻入益）は、次のとおりであります。

　前連結会計年度
（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

△0百万円 △0百万円
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※３　事業構造改善費用

Ⅰ　前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

　事業構造改善費用は、事業構造改革の一環で経営の効率化を図ることを目的として、名古屋事務所等の４

事務所を移転及び一部解約した事に伴い発生した移転諸費用、建物附属設備等の減損損失のほか、遊休土地

に係る減損損失等であります。

内訳： 移転諸費用 47 百万円

 減損損失（注） 13  

 その他 13  

 合計 74  

（注）減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失

富山県

富山市
遊休資産 土地 9百万円

神奈川県

横浜市
遊休資産

その他

（建物附属設備等）
4百万円

　当社グループは、主として全社をグルーピングの基礎とし、遊休資産については前記グループから区

別してグルーピングを行っております。

　富山県富山市の遊休資産(土地)については、第４四半期連結会計期間に売却の意思決定を行ったた

め、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を事業構造改善費用に含めて特別損失に計上して

おります。なお、回収可能価額は、正味売却価額であり、売却予定価額により算定しております。

　神奈川県横浜市の遊休資産(建物附属設備等)については、横浜事務所の解約の申し出をした事に伴

い、将来の使用が見込まれない遊休資産となったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を事業構造改善費用に含めて特別損失に計上しております。なお、回収可能価額は、使用価値に

より測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込まれないことから、帳簿価額の全額を減損損

失として計上しております。

 

Ⅱ　当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　事業構造改善費用は、事業構造改革の一環で経営の効率化を図ることを目的として、本社事務所の一部を

解約した事に伴い発生した移転諸費用であります。

内訳： 移転諸費用 9 百万円

 合計 9  

 

（連結包括利益計算書関係）

※その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 △20百万円 11百万円

組替調整額 － 0

税効果調整前 △20 11

税効果額 6 △3

その他有価証券評価差額金 △13 8

退職給付に係る調整額   

当期発生額 △185 △29

組替調整額 68 79

税効果調整前 △116 50

税効果額 28 △15

退職給付に係る調整額 △88 34

その他の包括利益合計 △101 42
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度末
株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 6,355,000 － － 6,355,000

合計 6,355,000 － － 6,355,000

自己株式     

普通株式 7,183 1,728 － 8,911

合計 7,183 1,728 － 8,911

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加1,728株は、単元未満株式の買取りによるものです。

 

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年４月28日

取締役会
普通株式 63 10 平成27年３月31日 平成27年６月25日

 
（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年４月28日

取締役会
普通株式 190 利益剰余金 30 平成28年３月31日平成28年６月23日

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度末
株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 6,355,000 － － 6,355,000

合計 6,355,000 － － 6,355,000

自己株式     

普通株式 8,911 590 － 9,501

合計 8,911 590 － 9,501

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加590株は、単元未満株式の買取りによるものです。

 

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年４月28日

取締役会
普通株式 190 30 平成28年３月31日 平成28年６月23日

 
（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年４月28日

取締役会
普通株式 222 利益剰余金 35 平成29年３月31日平成29年６月22日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

現金及び預金勘定 677百万円 671百万円

現金及び現金同等物 677 671 

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金及び預け金等に限定し、また、資金調達については

銀行等金融機関からの借入による方針です。

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当社グループでは、当

該リスクに関しては、当社グループの規則に従い、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財

務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。なお、当連結会計年度の連結決算

日現在における営業債権の約半分が特定の大口顧客に対するものであります。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する

企業の株式であり、四半期ごとに時価や発行体（取引先企業）の財務状況を把握して管理しております。

　営業債務は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、適時に資金繰計画を作成・更新

するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前連結会計年度（平成28年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金 677 677 －

(2）受取手形及び売掛金 7,096 7,096 －

(3）預け金 4,321 4,321 －

(4）投資有価証券 47 47 －

　資産計 12,143 12,143 －

(1）買掛金 1,654 1,654 －

　負債計 1,654 1,654 －

 デリバティブ取引 － － －

 

当連結会計年度（平成29年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金 671 671 －

(2）受取手形及び売掛金 7,574 7,574 －

(3）預け金 5,064 5,064 －

(4）投資有価証券 58 58 －

　資産計 13,369 13,369 －

(1）買掛金 1,709 1,709 －

　負債計 1,709 1,709 －

 デリバティブ取引 － － －

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金、(3）預け金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(4）投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。なお、投資有価証券はその他有価

証券として保有しており、これに関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

負　債

(1）買掛金
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　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

 

デリバティブ取引

該当事項はありません。

２．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 前連結会計年度（平成28年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 677 － － －

受取手形及び売掛金 7,096 － － －

預け金 4,321 － － －

合計 12,095 － － －

 

 当連結会計年度（平成29年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 670 － － －

受取手形及び売掛金 7,574 － － －

預け金 5,064 － － －

合計 13,310 － － －

 

（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成28年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 種類 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1）株式 46 24 22

小計 46 24 22

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1）株式 0 0 △0

小計 0 0 △0

合計 47 25 22

 

当連結会計年度（平成29年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 種類 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1）株式 58 24 34

小計 58 24 34

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

小計 － － －

合計 58 24 34
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（退職給付関係）

　１．採用している退職給付制度の概要

　当社グループは、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、規約型確定給付年金制度及び退職一時金制

度を設けております。

　なお、一部の連結子会社が有する確定給付企業年金制度及び退職給付一時金制度は、前連結会計年度までは

簡便法により退職給付に係る負債（ただし、年金資産の額が退職給付債務を超える場合には退職給付に係る資

産）及び退職給付費用を計算しておりましたが、連結財務諸表「注記事項（会計上の見積りの変更）」に記載

したとおり、当連結会計年度より原則法に変更しております。

　また、当社グループは、複数事業主制度の厚生年金基金制度に加入しており、このうち、自社の拠出に対応

する年金資産の額を合理的に計算することができない制度については、確定拠出制度と同様に会計処理してお

ります。

 

　２．複数事業主制度

　厚生年金基金は退職金制度の外枠として昭和57年２月より複数事業主制度による企業年金基金である全国情

報サービス産業厚生年金基金に加入しております。本制度に係る当社グループの掛金の要拠出額を退職給付費

用として処理しており、前連結会計年度116百万円、当連結会計年度118百万円であります。

　なお、同厚生年金基金は、厚生年金基金の代行部分について、平成27年４月１日に厚生労働大臣から将来分

支給義務免除の許可を受けております。

(1）制度全体の積立状況に関する事項

 前連結会計年度 当連結会計年度

 （平成28年３月31日） （平成29年３月31日）

 （平成27年３月31日現在） （平成28年３月31日現在）

年金資産の額 735,622 百万円 727,403 百万円

年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備

金の額との合計額
729,355  706,662  

差引額 6,266  20,740  

 

(2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合

前連結会計年度（平成27年３月）　1.56％

当連結会計年度（平成28年３月）　1.47％

 

(3）補足説明

　上記(1)の差引額の主な要因は、繰越剰余金（前連結会計年度(平成27年3月)6,266百万円、当連結会計年度

(平成28年3月)20,740百万円）であります。

なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しておりません。

 

　３．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

 前連結会計年度 当連結会計年度

 （自　平成27年４月１日 （自　平成28年４月１日

 　至　平成28年３月31日） 　至　平成29年３月31日）

退職給付債務の期首残高 5,828 百万円 6,257 百万円

　勤務費用 431  459  

　利息費用 28  13  

　数理計算上の差異の発生額 103  58  

　退職給付の支払額 △134  △190  

　簡便法から原則法への変更に伴う振替額 －  239  

　簡便法から原則法への変更に伴う費用処理額 －  195  

退職給付債務の期末残高 6,257  7,033  
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(2）年金資産の期首残高と期末残高（簡便法を適用した制度を除く。）

 前連結会計年度 当連結会計年度

 （自　平成27年４月１日 （自　平成28年４月１日

 　至　平成28年３月31日） 　至　平成29年３月31日）

年金資産の期首残高 2,226 百万円 2,266 百万円

　期待運用収益 63  70  

　数理計算上の差異の発生額 △81  29  

　事業主からの拠出額 102  116  

　退職給付の支払額 △44  △68  

　簡便法から原則法への変更に伴う振替額 －  186  

年金資産の期末残高 2,266  2,600  

 

(3）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債（又は資産）の期首残高と期末残高の調整表

 前連結会計年度 当連結会計年度

 （自　平成27年４月１日 （自　平成28年４月１日

 　至　平成28年３月31日） 　至　平成29年３月31日）

退職給付に係る負債（又は資産）の期首残高 57 百万円 52 百万円

　退職給付費用 34  －  

　退職給付の支払額 △20  －  

　制度への拠出額 △19  －  

　簡便法から原則法への変更に伴う振替額 －  △52  

退職給付に係る負債（又は資産）の期末残高 52  －  

（注）退職給付に係る負債の期首及び期末残高は、退職給付に係る資産と相殺しております。

 

(4）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係

る資産の調整表

 前連結会計年度 当連結会計年度

 （平成28年３月31日） （平成29年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 2,423 百万円 2,611 百万円

年金資産 △2,453  △2,600  

 △29  11  

非積立型制度の退職給付債務 4,072  4,421  

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 4,043  4,432  

     

退職給付に係る負債 4,162  4,454  

退職給付に係る資産 △118  △22  

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 4,043  4,432  

（注）簡便法を適用した制度を含みます。

 

(5）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 前連結会計年度 当連結会計年度

 （自　平成27年４月１日 （自　平成28年４月１日

 　至　平成28年３月31日） 　至　平成29年３月31日）

勤務費用 431 百万円 459 百万円

利息費用 28  13  

期待運用収益 △63  △70  

数理計算上の差異の費用処理額 67  78  

過去勤務費用の費用処理額 0  0  

簡便法で計算した退職給付費用 34  －  

簡便法から原則法への変更に伴う費用処理額 －  195  

確定給付制度に係る退職給付費用 498  678  
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(6）退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 前連結会計年度 当連結会計年度

 （自　平成27年４月１日 （自　平成28年４月１日

 　至　平成28年３月31日） 　至　平成29年３月31日）

過去勤務費用 0 百万円 0 百万円

数理計算上の差異 △117  49  

　　合　計 △116  50  

 

(7）退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 前連結会計年度 当連結会計年度

 （自　平成27年４月１日 （自　平成28年４月１日

 　至　平成28年３月31日） 　至　平成29年３月31日）

未認識過去勤務費用 7 百万円 7 百万円

未認識数理計算上の差異 803  753  

　　合　計 811  760  

 

(8）年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 前連結会計年度 当連結会計年度

 （平成28年３月31日） （平成29年３月31日）

債券 35.9 ％ 40.0 ％

株式 38.2  41.6  

短期資産 3.6  3.7  

一般勘定 22.3  14.7  

　合　計 100.0  100.0  

 

②長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と年金資産を構成す

る多様な資産から現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(9）数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

 前連結会計年度 当連結会計年度

 （平成28年３月31日） （平成29年３月31日）

割引率 0.0～0.3 ％ 0.1～0.5 ％

長期期待運用収益率 1.3～3.0 ％ 1.3～3.0 ％

予想昇給率 1.9～2.7 ％ 2.6～2.7 ％
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成29年３月31日）

繰延税金資産    

未払従業員賞与繰入限度超過額 581百万円 560百万円

退職給付に係る負債否認 1,315  1,404

役員退職慰労引当金否認 29  32

未払社会保険料否認 81  80

見越原価否認 71  76

未払事業税等否認 22  38

その他 133  107

繰延税金資産小計 2,234  2,299

評価性引当額 △58  △76

繰延税金資産合計 2,176  2,223

繰延税金負債    

退職給付に係る資産 △34  －

その他有価証券評価差額金 △6  △10

その他 △25  △17

繰延税金負債合計 △66  △27

繰延税金資産の純額 2,110  2,195

 （注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含

まれております。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成29年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 739百万円 775百万円

固定資産－繰延税金資産 1,371  1,420

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成29年３月31日）

法定実効税率 33.06％  30.86％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.09  0.33

住民税均等割 0.34  0.30

評価性引当額の増減額 △2.38  1.82

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 5.52  －

その他 1.44  0.58

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.07  33.89
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（リース取引関係）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（資産除去債務関係）

該当事項はありません。

 

（賃貸等不動産関係）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは情報サービスの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自　平成27年４月１日 至　平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　当社グループは、総合的な情報サービスを提供する単一の事業を展開しているため、記載を省略しておりま

す。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

三菱重工業株式会社 12,495

 

情報サービス

 

　　　　（注) 上記金額には、リース会社経由で販売した分が含まれております。

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日 至　平成29年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　当社グループは、総合的な情報サービスを提供する単一の事業を展開しているため、記載を省略しておりま

す。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

三菱重工業株式会社 12,934

 

情報サービス

 

　　　　（注) 上記金額には、リース会社経由で販売した分が含まれております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　平成27年４月１日 至　平成28年３月31日）

　当社グループは情報サービスの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日 至　平成29年３月31日）

　当社グループは情報サービスの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　平成27年４月１日 至　平成28年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日 至　平成29年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　平成27年４月１日 至　平成28年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日 至　平成29年３月31日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１．関連当事者との取引

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類 会社等の名称 所在地
資本金

（百万円）
事業の内容

議決権等の
被所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

その他の

関係会社

三 菱 重 工 業

株 式 会 社

東京都

港区
265,608

エネルギー・環境、

交通・輸送、防衛・

宇宙、機械・設備シ

ステム、その他

直接

31.50％

間接

0.88％

情報サービスの

提供を行ってい

る。

情報サービスの提供 9,819 売掛金 2,743

 

(イ）連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類 会社等の名称 所在地
資本金

（百万円）
事業の内容

議決権等の
被所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

その他の

関係会社

の子会社

エ ム ・ エ イ

チ・アイファ

イ ナ ン ス

株 式 会 社

東京都

港区
200 金融業 なし

資金の預入を

行っている。

資金の預入 1,200

預け金 3,300

利息の受取 3

その他の

関係会社

の子会社

三 菱 日 立 パ

ワーシステム

ズ 株 式 会 社

神奈川県

横浜市

西区

100,000
火力発電

システム事業
なし

情報サービスの

提供を行ってい

る。

情報サービスの提供 1,528 売掛金 330

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1） 情報サービスの提供については、市場価格、総原価等を勘案した見積提案書を提出し、交渉の上、一般

的取引条件と同様に決定しております。

(2） 資金の預入の利率については、市場実勢を勘案し決定しております。

２．取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で記載しております。

 

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類 会社等の名称 所在地
資本金

（百万円）
事業の内容

議決権等の
被所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

その他の

関係会社

三 菱 重 工 業

株 式 会 社

東京都

港区
265,608

エネルギー・環境、

交通・輸送、防衛・

宇宙、機械・設備シ

ステム、その他

直接

31.50％

間接

0.88％

情報サービスの

提供を行ってい

る。

情報サービスの提供 2,627 売掛金 815

 

(イ）連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類 会社等の名称 所在地
資本金

（百万円）
事業の内容

議決権等の
被所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

その他の

関係会社

の子会社

エ ム ・ エ イ

チ・アイファ

イ ナ ン ス

株 式 会 社

東京都

港区
200 金融業 なし

資金の預入を

行っている。

資金の預入 213

預け金 1,021

利息の受取 1

その他の

関係会社

の子会社

三 菱 日 立 パ

ワーシステム

ズ 株 式 会 社

神奈川県

横浜市

西区

100,000
火力発電

システム事業
なし

情報サービスの

提供を行ってい

る。

情報サービスの提供 1,323 売掛金 338

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1） 情報サービスの提供については、市場価格、総原価等を勘案した見積提案書を提出し、交渉の上、一般

的取引条件と同様に決定しております。

(2） 資金の預入の利率については、市場実勢を勘案し決定しております。

２．取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で記載しております。
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当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１．関連当事者との取引

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類 会社等の名称 所在地
資本金

（百万円）
事業の内容

議決権等の
被所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

その他の

関係会社

三 菱 重 工 業

株 式 会 社

東京都

港区
265,608

エネルギー・環境、

交通・輸送、防衛・

宇宙、機械・設備シ

ステム、その他

直接

31.51％

間接

0.88％

情報サービスの

提供を行ってい

る。

情報サービスの提供 10,442 売掛金 2,993

 

(イ）連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類 会社等の名称 所在地
資本金

（百万円）
事業の内容

議決権等の
被所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

その他の

関係会社

の子会社

エ ム ・ エ イ

チ・アイファ

イ ナ ン ス

株 式 会 社

東京都

港区
200 金融業 なし

資金の預入を

行っている。

資金の預入 700

預け金 4,000

利息の受取 1

その他の

関係会社

の子会社

三 菱 日 立 パ

ワーシステム

ズ 株 式 会 社

神奈川県

横浜市

西区

100,000
火力発電

システム事業
なし

情報サービスの

提供を行ってい

る。

情報サービスの提供 1,399 売掛金 332

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1） 情報サービスの提供については、市場価格、総原価等を勘案した見積提案書を提出し、交渉の上、一般

的取引条件と同様に決定しております。

(2） 資金の預入の利率については、市場実勢を勘案し決定しております。

２．取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で記載しております。

 

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類 会社等の名称 所在地
資本金

（百万円）
事業の内容

議決権等の
被所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

その他の

関係会社

三 菱 重 工 業

株 式 会 社

東京都

港区
265,608

エネルギー・環境、

交通・輸送、防衛・

宇宙、機械・設備シ

ステム、その他

直接

31.51％

間接

0.88％

情報サービスの

提供を行ってい

る。

情報サービスの提供 2,441 売掛金 853

 

(イ）連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類 会社等の名称 所在地
資本金

（百万円）
事業の内容

議決権等の
被所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

その他の

関係会社

の子会社

エ ム ・ エ イ

チ・アイファ

イ ナ ン ス

株 式 会 社

東京都

港区
200 金融業 なし

資金の預入を

行っている。

資金の預入 43

預け金 1,064

利息の受取 0

その他の

関係会社

の子会社

三 菱 日 立 パ

ワーシステム

ズ 株 式 会 社

神奈川県

横浜市

西区

100,000
火力発電

システム事業
なし

情報サービスの

提供を行ってい

る。

情報サービスの提供 1,502 売掛金 356

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1） 情報サービスの提供については、市場価格、総原価等を勘案した見積提案書を提出し、交渉の上、一般

的取引条件と同様に決定しております。

(2） 資金の預入の利率については、市場実勢を勘案し決定しております。

２．取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で記載しております。
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（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

１株当たり純資産額 943.97円 1,096.91円

１株当たり当期純利益金額 150.42円 176.20円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

 親会社株主に帰属する当期純利益金額

（百万円）
954 1,118

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期

純利益金額（百万円）
954 1,118

 期中平均株式数（株） 6,346,850 6,346,087
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（重要な後発事象）

（単元株式数の変更及び株式併合）

　当社は平成29年５月25日開催の取締役会において、単元株式数の変更及び定款の一部変更について決議するとと

もに、平成29年６月21日開催の第49回定時株主総会に株式併合について付議することを決議し、同株主総会におい

て承認可決されました。

 

（1）単元株式数の変更及び株式併合の目的

　　 全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、上場する内国会社の普通株式の売買単位を

100株に統一することを目指しております。

当社は、東京証券取引所に上場する会社として、この趣旨を尊重し、当社普通株式の売買単位である単元株式数

を1,000株から100株に変更することとし、併せて、中長期的な株価変動等を勘案しつつ投資単位を適切な水準に調

整するため株式併合を実施するものであります。

 

（2）単元株式数の変更の内容

　　 平成29年10月１日をもって、普通株式の単元株式数を1,000株から100株に変更いたします。

 

（3）株式併合の内容

　 ①株式併合する株式の種類

　　　 普通株式

　 ②株式併合の方法・比率

　　　 平成29年10月１日をもって、平成29年９月30日(同日は東京証券取引所の休業日であるため、実質上９月29日)

の最終の株主名簿に記載された株主の所有株式数を普通株式５株につき１株の割合で併合いたします。

　 ③株式併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数（平成29年３月31日現在） 6,355,000株

株式併合により減少する株式数 5,084,000株

株式併合後の発行済株式総数 1,271,000株

　　（注）「株式併合により減少する株式数」及び「株式併合後の発行済株式総数」は、併合前の発行済株式総数及

び併合割合に基づき算出した理論値です。

　 ④１株未満の端数が生じる場合の処理

　　　 株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法第235条により、一括して処分し、その処分

代金を端数が生じた株主に対して、端数の割合に応じて分配いたします。

 

（4）単元株式数の変更及び株式併合の日程

取締役会決議日 平成29年５月25日

株主総会決議日 平成29年６月21日

単元株式数の変更及び株式併合 平成29年10月１日

 

（5）１株当たり情報に及ぼす影響

　　　 当該株式併合が前連結会計年度の期首に実施されたと仮定した場合の、前連結会計年度及び当連結会計年度に

おける１株当たり情報は以下のとおりです。

 前連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

１株当たり純資産額 4,719.82円 5,486.56円

１株当たり当期純利益金額 752.12円 880.98円

　（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

１年以内に返済予定のリース債務 23 15 －  －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 16 0 －  平成30年

計 39 16 －  －

　（注）１．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を定額法により各連結会計年度に配

分しているため、記載しておりません。

２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額は

次のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

 リース債務 0 － － －

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。

 

(2)【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 7,136 15,094 22,460 32,353

税金等調整前四半期(当期)純

利益金額（百万円）
74 646 968 1,773

親会社株主に帰属する四半期

(当期)純利益金額（百万円）
61 445 646 1,118

１株当たり四半期(当期)純利

益金額（円）
9.65 70.21 101.93 176.20

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
9.65 60.56 31.72 74.27
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２【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 205 178

受取手形 66 44

売掛金 5,205 5,478

リース投資資産 41 24

商品 142 188

仕掛品 130 175

前払費用 34 40

繰延税金資産 504 517

預け金 3,300 4,000

その他 199 166

貸倒引当金 △2 △1

流動資産合計 ※ 9,827 ※ 10,815

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 472 483

工具、器具及び備品（純額） 74 115

土地 537 237

リース資産（純額） 25 8

その他（純額） 0 0

有形固定資産合計 1,110 845

無形固定資産   

ソフトウエア 116 102

リース資産 11 5

ソフトウエア仮勘定 － 78

その他 2 1

無形固定資産合計 130 188

投資その他の資産   

投資有価証券 30 40

関係会社株式 149 163

前払年金費用 273 250

繰延税金資産 765 789

その他 283 308

貸倒引当金 △3 △3

投資その他の資産合計 1,499 1,549

固定資産合計 2,739 2,584

資産合計 12,567 13,399
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  （単位：百万円）

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,528 1,554

前受金 42 93

役員賞与引当金 16 12

未払金 50 91

未払費用 1,772 1,796

リース債務 23 15

その他 994 722

流動負債合計 ※ 4,427 ※ 4,287

固定負債   

退職給付引当金 2,591 2,717

リース債務 16 0

その他 50 42

固定負債合計 ※ 2,658 ※ 2,760

負債合計 7,086 7,048

純資産の部   

株主資本   

資本金 685 685

資本剰余金   

資本準備金 250 250

資本剰余金合計 250 250

利益剰余金   

利益準備金 26 26

その他利益剰余金   

別途積立金 4,100 4,500

繰越利益剰余金 837 1,299

利益剰余金合計 4,963 5,825

自己株式 △5 △6

株主資本合計 5,893 6,755

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 15 23

土地再評価差額金 △427 △427

評価・換算差額等合計 △412 △404

純資産合計 5,481 6,351

負債純資産合計 12,567 13,399
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②【損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当事業年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

売上高 ※１ 22,631 ※１ 23,975

売上原価 ※１ 18,987 ※１ 20,063

売上総利益 3,644 3,912

販売費及び一般管理費   

役員報酬 149 141

従業員給料及び手当 704 628

退職給付費用 45 40

従業員賞与 260 260

外注費 168 240

地代家賃 108 85

租税公課 69 105

減価償却費 86 78

研究開発費 34 87

その他 682 807

販売費及び一般管理費合計 2,308 2,476

営業利益 1,335 1,435

営業外収益   

受取利息及び受取配当金 44 57

助成金収入 7 14

その他 0 0

営業外収益合計 ※１ 52 ※１ 72

営業外費用   

支払利息 0 0

固定資産除却損 0 1

営業外費用合計 ※１ 1 ※１ 2

経常利益 1,386 1,506

特別損失   

事業構造改善費用 ※２ 74 ※２ 9

投資有価証券評価損 － 0

特別損失合計 74 9

税引前当期純利益 1,312 1,496

法人税、住民税及び事業税 578 485

法人税等調整額 △82 △41

法人税等合計 496 444

当期純利益 815 1,052
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【売上原価明細書】

  
前事業年度

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当事業年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ 労務費  7,947 61.3 8,080 58.4

Ⅱ 外注費  3,976 30.7 4,741 34.3

Ⅲ 経費 ※１ 1,049 8.0 1,022 7.3

当期総製造費用  12,973 100.0 13,843 100.0

期首仕掛品たな卸高  80  130  

小計  13,054  13,974  

期末仕掛品たな卸高  130  175  

当期製造原価  12,923  13,798  

期首商品たな卸高  234  142  

当期商品仕入高  5,950  6,292  

期末商品たな卸高  142  188  

他勘定からの振替高 ※２ 21  17  

当期商品原価  6,063  6,264  

売上原価  18,987  20,063  

原価計算の方法

　原価計算の方法は、プロジェクト別の個別原価計算であります。

 

（注）※１．主な内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当事業年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

地代家賃（百万円） 369 474

旅費交通費（百万円） 153 134

機械賃借料（百万円） 118 121

 

※２．他勘定からの振替高は、固定資産の当期償却額等を売上原価へ振替えたものであります。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

      （単位：百万円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 
資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 685 250 250 26 4,100 85 4,211

当期変動額        

別途積立金の積立        

剰余金の配当      △63 △63

当期純利益      815 815

自己株式の取得        

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

       

当期変動額合計 － － － － － 752 752

当期末残高 685 250 250 26 4,100 837 4,963

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

土地再評価差額金
評価・換算差額
等合計

当期首残高 △4 5,143 28 △427 △399 4,744

当期変動額       

別途積立金の積立      －

剰余金の配当  △63    △63

当期純利益  815    815

自己株式の取得 △1 △1    △1

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

  △13  △13 △13

当期変動額合計 △1 750 △13 － △13 737

当期末残高 △5 5,893 15 △427 △412 5,481
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当事業年度（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

      （単位：百万円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 
資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 685 250 250 26 4,100 837 4,963

当期変動額        

別途積立金の積立     400 △400 －

剰余金の配当      △190 △190

当期純利益      1,052 1,052

自己株式の取得        

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

       

当期変動額合計 － － － － 400 462 862

当期末残高 685 250 250 26 4,500 1,299 5,825

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

土地再評価差額金
評価・換算差額
等合計

当期首残高 △5 5,893 15 △427 △412 5,481

当期変動額       

別途積立金の積立  －    －

剰余金の配当  △190    △190

当期純利益  1,052    1,052

自己株式の取得 △0 △0    △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

  8  8 8

当期変動額合計 △0 861 8 － 8 869

当期末残高 △6 6,755 23 △427 △404 6,351
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

 総平均法による原価法

(2）その他有価証券

①　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法

により算定）

②　時価のないもの

総平均法による原価法

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）商品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2）仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

建物（附属設備を除く）については定額法、建物以外については定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　３～41年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法、市場

販売目的のソフトウェアについては、販売可能な有効期間（３年以内）における見込販売収益に基づく償

却額と残存有効期間に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を償却する方法を採用しておりま

す。

(3）リース資産

①　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

金銭債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。

(2）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間（14.0年～19.4年）による定額法

により、それぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。

退職給付制度の一部変更により発生した過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期

間（16.3年～19.4年）による定額法により、制度の改定日から費用処理しております。

(3）役員賞与引当金

取締役、執行役員に対する賞与の支給に備えるため、当期における支給見込額を計上しております。
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５．収益及び費用の計上基準

(1）完成工事高及び完成工事原価の計上基準

①　当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる案件

工事進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）

②　その他の案件

工事完成基準

(2）ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結財

務諸表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日)を当事業年度か

ら適用しております。
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（貸借対照表関係）

※　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

　短期金銭債権 2,935 百万円 3,147 百万円

短期金銭債務 353  323  

長期金銭債務 14  14  

 

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高

 
 
 

前事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

営業取引による取引高     

　売上高 9,888 百万円 10,508 百万円

　仕入高 1,913  1,615  

営業取引以外の取引高 40  54  

 

※２　事業構造改善費用

Ⅰ　前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

　事業構造改善費用は、事業構造改革の一環で経営の効率化を図ることを目的として、名古屋事務所等の４

事務所を移転及び一部解約した事に伴い発生した移転諸費用、建物附属設備等の減損損失のほか、遊休土地

に係る減損損失等であります。

内訳： 移転諸費用 47 百万円

 減損損失 13  

 その他 13  

 合計 74  

 

Ⅱ　当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　事業構造改善費用は、事業構造改革の一環で経営の効率化を図ることを目的として、本社事務所の一部を

解約した事に伴い発生した移転諸費用であります。

内訳： 移転諸費用 9 百万円

 合計 9  

 

（有価証券関係）

　子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額146百万円、前事業年度の貸借対照表計上額133百万円）は、市場価格

がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
 
 

当事業年度
（平成29年３月31日）

繰延税金資産    

未払従業員賞与繰入限度超過額 420百万円 404百万円

貸倒引当金繰入限度超過額 1  1

退職給付引当金繰入限度超過額 794  832

役員賞与引当金否認 4  3

未払社会保険料否認 58  56

未払事業税否認 13  28

減損損失 44  －

その他 72  105

繰延税金資産小計 1,410  1,433

評価性引当額 △24  △21

繰延税金資産合計 1,386  1,412

繰延税金負債    

前払年金費用 △84  △76

その他有価証券評価差額金 △6  △10

その他 △25  △17

繰延税金負債合計 △116  △104

繰延税金資産の純額 1,270  1,307

 （注）前事業年度及び当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれておりま

す。

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
 

当事業年度
（平成29年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 504百万円 517百万円

固定資産－繰延税金資産 765  789

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
 
 

当事業年度
（平成29年３月31日）

法定実効税率 33.06％  法定実効税率と税効果

会計適用後の法人税等

の負担率との間の差異

が法定実効税率の100

分の５以下であるため

注記を省略しておりま

す。

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.09  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.01  

住民税均等割 0.25  

評価性引当額の増減額 △3.37  

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 6.32  

その他 2.50  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.85  
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（重要な後発事象）

（単元株式数の変更及び株式併合）

　当社は平成29年５月25日開催の取締役会において、単元株式数の変更及び定款の一部変更について決議するとと

もに、平成29年６月21日開催の第49回定時株主総会に株式併合について付議することを決議し、同株主総会におい

て承認可決されました。

 

（1）単元株式数の変更及び株式併合の目的

　　 全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、上場する内国会社の普通株式の売買単位を

100株に統一することを目指しております。

当社は、東京証券取引所に上場する会社として、この趣旨を尊重し、当社普通株式の売買単位である単元株式数

を1,000株から100株に変更することとし、併せて、中長期的な株価変動等を勘案しつつ投資単位を適切な水準に調

整するため株式併合を実施するものであります。

 

（2）単元株式数の変更の内容

　　 平成29年10月１日をもって、普通株式の単元株式数を1,000株から100株に変更いたします。

 

（3）株式併合の内容

　 ①株式併合する株式の種類

　　　 普通株式

　 ②株式併合の方法・比率

　　　 平成29年10月１日をもって、平成29年９月30日(同日は東京証券取引所の休業日であるため、実質上９月29日)

の最終の株主名簿に記載された株主の所有株式数を普通株式５株につき１株の割合で併合いたします。

　 ③株式併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数（平成29年３月31日現在） 6,355,000株

株式併合により減少する株式数 5,084,000株

株式併合後の発行済株式総数 1,271,000株

　　（注）「株式併合により減少する株式数」及び「株式併合後の発行済株式総数」は、併合前の発行済株式総数及

び併合割合に基づき算出した理論値です。

　 ④１株未満の端数が生じる場合の処理

　　　 株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法第235条により、一括して処分し、その処分

代金を端数が生じた株主に対して、端数の割合に応じて分配いたします。

 

（4）単元株式数の変更及び株式併合の日程

取締役会決議日 平成29年５月25日

株主総会決議日 平成29年６月21日

単元株式数の変更及び株式併合 平成29年10月１日

 

（5）１株当たり情報に及ぼす影響

　　　 当該株式併合が前事業年度の期首に実施されたと仮定した場合の、前事業年度及び当事業年度における１株当

たり情報は以下のとおりです。

 前事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

１株当たり純資産額 4,318.84円 5,004.49円

１株当たり当期純利益金額 642.45円 829.18円

　（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区　分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固定

資産

建物 472 40 0 29 483 634

工具、器具及び備品 74 106 0 64 115 490

土地
537

(427)
－ 300 －

237

(427)
－

リース資産 25 － 0 16 8 68

その他 0 － － 0 0 2

計
1,110

(427)
146 301 110

845

(427)
1,195

無形固定

資産

ソフトウエア 116 23 － 37 102 －

リース資産 11 － － 5 5 －

ソフトウエア仮勘定 － 78 － － 78 －

その他 2 － 0 － 1 －

計 130 102 0 42 188 －

（注）１．「当期首残高」、「当期末残高」欄の（　）内は内書きで、土地の再評価に関する法律（平成10年法律第34

号）により行った土地の再評価実施前の帳簿価額との差額であります。

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 5 － 1 4

役員賞与引当金 16 12 16 12

 

（2）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（3）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １，０００株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

東京都江東区東砂七丁目10番11号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

 

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ────────

買取手数料 買取証券会社の定める手数料を買取単元未満株式の数で按分した額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただしやむを得ない事由により、電子公告によるこ

とができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。

公告掲載URL

http://www.ryoyu.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません

（注）１.当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を

請求する権利並びに募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利を有しておりません。

     ２.平成29年５月25日開催の取締役会において、株式併合議案(普通株式５株を１株に併合)が同年６月21日開催の

第49回定時株主総会において承認可決されることを条件に、単元株式数を1,000株から100株に変更する旨を承

認可決しております。効力発生日は10月１日としております。

     ３.平成29年６月21日開催の第49回定時株主総会において、同年10月1日を効力発生日として、普通株式５株を１株

の割合で株式併合する議案が承認可決されました。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第48期）（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）平成28年６月22日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成28年６月22日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第49期第１四半期）（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）平成28年８月８日関東財務局長に提出

（第49期第２四半期）（自　平成28年７月１日　至　平成28年９月30日）平成28年11月10日関東財務局長に提出

（第49期第３四半期）（自　平成28年10月１日　至　平成28年12月31日）平成29年２月10日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

平成28年６月27日関東財務局に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。

(5）有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

平成28年８月１日関東財務局に提出

事業年度（第48期）（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書及び

その確認書であります。

 

EDINET提出書類

株式会社菱友システムズ(E04995)

有価証券報告書

67/71



第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

  平成29年６月21日

株式会社菱友システムズ    

 

 取締役社長 渡邊　治雄　殿  

 

 新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 奥田　穣司　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 江村　羊奈子　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社菱友システムズの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社菱友システムズ及び連結子会社の平成29年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社菱友システムズの平

成29年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、株式会社菱友システムズが平成29年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

 
（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
２．ＸＢＲＬデータは監査の対象に含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書

 

 

  平成29年６月21日

株式会社菱友システムズ    

 

 取締役社長 渡邊　治雄　殿  

 

 新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 奥田　穣司　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 江村　羊奈子　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる株式会社菱友システムズの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第49期事業年度の財務諸表、すなわち、貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
 
財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに
ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、
当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査
法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務
諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。
また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社
菱友システムズの平成29年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　　上
 

 
（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
２．ＸＢＲＬデータは監査の対象に含まれておりません。
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